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企業概要

｢ＴＯＹＡＭＡキラリ｣は、富山市の市街地再開発
事業に賛同し、「富山市ガラス美術館」や「富山
市立図書館本館」等の公共施設と当行の本店・
本部の共同入居を実現させた複合ビルです。
当複合ビルの建築設計は、世界的な建築家の
隈研吾氏によるものです。 

（THE FIRST BANK OF TOYAMA,LTD.）

当行本店 富山市西町ＴＯＹＡＭＡキラリ

（2025年3月31日現在）
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証券コード 7184（東証プライム） 2016年3月15日：東証第一部上場

本店所在地 富山県富山市西町5番1号（TOYAMAキラリ）

設立年月日 1944年10月1日

資本金 101億82百万円

発行済株式総数 64,309,700株

株主数 9,529名

取締役頭取　野村　　充

常務取締役　桑原　幹也

事業内容 預金・貸出・内国為替・外国為替・商品有価証券売買業務等

従業員数（単体） 606名

店舗数 66店（富山56（※）、石川3、新潟3、岐阜2、東京1、大阪1） ※ インターネット支店を含む

外部格付 Ａ（シングルＡフラット）（格付機関：㈱日本格付研究所）

主要勘定期末残高（単体）

　・預　 金 1兆3,７８７億円（※） ※ 譲渡性預金を除く

　・貸出金 1兆２３９億円

　・有価証券 4,6７７億円

自己資本比率（単体） 11.71%

自己資本比率（連結） 12.07%

富山ファースト・ビジネス㈱ 銀行業務代行

㈱ファーストバンク・キャピタルパートナーズ 投資事業有限責任組合の運営及び管理業務等

富山ファースト・リース㈱ リース業務等

富山ファースト・ディーシー㈱ クレジットカード／信用保証業務等

㈱富山ファイナンス 金銭の貸付業務、有価証券投資業務等

代表者の役職氏名

連結子会社（5社）
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TOPICS
ニューヨーク・タイムズ紙

2025年1月7日にアメリカの「ニューヨーク・タイムズ紙」が
「2025年に行くべき52カ所」を発表し、その一つに富山市
が選ばれました。

記事では、毎年９月に開催され多くの方が来訪する「おわら
風の盆」のほか、世界的な建築家である隈研吾氏が手掛けた
「富山市ガラス美術館」についても取り上げられています。
地元の木材をふんだんに使った館内は、とても温かみがあり
明るい気持ちにさせてくれる独特の雰囲気があります。
 当行の本部や本店営業部は、このガラス美術館や市立図
書館と同じ建物（TOYAMAキラリ）内で隣接しております。

是非、一度お立ち寄りください。

「２０２５年に行くべき５２ヵ所」の

一つに「富山市」が選出され、
隣接の「富山市ガラス美術館」が紹介

富山市ガラス美術館



４．株主還元のあり方 
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決算サマリー

2025年3月期 連結決算の概要

2025年3月期 単体決算の概要

コア業務純益（除く投資信託解約損益）

経常利益

当期純利益

2025年3月期の業績

９,６３4百万円（前年比１３.７％増）

経費は物件費・人件費ともに増加も、貸出金利息・有価証券利息配当金の
大幅増加等により、銀行の本業利益を表すコア業務純益は、４年連続増益
となり、過去最高益を更新

１９,２２８百万円（前年比１１６.４％増）

13,９５１百万円（前年比１６８.1％増）

コア業務純益の増加に加え、株式等損益が計画どおり計上できたことや
与信関係費用の減少により、前年の２倍超の経常利益を記録

期初に計画した業績予想を更に上回る過去最高の当期純利益を計上

1

38,678 48,513 9,835

9,223 18,959 9,736

5,284 13,354 8,070

17,878 21,380 3,501

21,430 22,826 1,396
資金利益 20,646 22,007 1,360
役務取引等利益 1,444 1,581 137
その他業務利益 △ 4,212 △ 2,208 2,003

△ 3,551 △ 1,446 2,105
(△) 11,735 12,764 1,029

人件費 (△) 5,540 5,888 348
物件費 (△) 5,283 5,729 445
税　金 (△) 910 1,146 235

6,143 8,616 2,472

9,695 10,062 367

8,474 9,634 1,159
(△) 179 ー △ 179

5,964 8,616 2,651

2,922 10,612 7,689

5,777 10,405 4,627
(△) 2,736 △ 2 △ 2,738

8,887 19,228 10,341

△ 310 8 319

5,204 13,951 8,746

経常利益

特別損益

当期純利益

コア業務純益

(除く 投資信託解約損益)

一般貸倒引当金繰入額

業務純益

臨時損益

うち株式等損益

うち不良債権処理額

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

親会社株主に帰属する当期純利益

単 体（百万円） 2024年3月期 2025年3月期

(除く国債等債券損益)

うち国債等債券損益

経費(除く臨時処理分)

前年比

業務粗利益

連 結（百万円） 2024年3月期 2025年3月期 前年比

経常収益

経常利益
 ４年連続の大幅増益

  当期はバーゼルⅢ最終化を見据え、有価証券含み益の一部を実現
益として計上し、100億円を自己資本へ積み上げ

１３,３５４百万円（前年比152.７％増）
親会社に帰属する当期純利益
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コア業務純益の推移
2025年3月期の業績

6,179

8,060

9,695 10,062

4,794
5,921

8,887

19,228

3,375
4,106

5,204

13,951

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

コア業務純益 経常利益 当期純利益

+10,341

+8,746

+367

コア業務純益・経常利益・当期純利益の推移（百万円）

8,310 8,747 9,549 10,547

8,634 9,449
11,106

12,55764 57
162

170

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

貸出金利息 有価証券利息 その他

資金運用収益の推移（百万円）

1,231 
1,442 1,444 

1,581 

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

役務取引等利益の推移（百万円）

コア業務純益

当期純利益

経常利益

+137

役務取引等利益

17,009 18,254
20,818

23,275
+2,457

資金運用収益

＋1,451

＋998

＋8

 貸出金利息・有価証券利息配当金などの資金運用収益の増加

から、銀行の本業であるコア業務純益は過去最高益を更新

 役務手数料は法人部門のコンサルティング手数料の増加から、

４年連続の増加
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貸出金の状況
2025年3月期の業績

6,000 6,267 6,561 6,820

1,929
2,187

2,361 2,462
1,127

1,092
1,060 956

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

事業性 個人向け 地公体

貸出金残高の推移（億円）
3,793 3,876 4,058 4,023

272 310 301 314
1,934 2,080 2,202 2,482

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

中小企業 中堅企業 大企業

事業性貸出金残高の推移（億円）

1,750 2,037 2,220 2,323

151
138

130 129

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

住宅ローン その他ローン

消費者ローン残高の推移（億円）9,058
9,546 9,983

10,239

6,000 6,267 6,561
6,820

1,901
2,175

2,350
2,452

＋256

＋259

＋101

＋259

△104

＋280

貸出金残高

事業性貸出金残高

＋101

消費者ローン残高

＋13

△35

＋102

 貸出金残高は着実に増加し、年度平残１兆円超えを達成

 引き続き中小企業向けをメインとする事業者向け融資が増加

したことに加え、住宅ローンを中心に個人向けローンも着実に
増加
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有価証券運用の状況
2025年3月期の業績

 有価証券は、国内金利・株価等の動向を見極めつつ、機動的に入れ替え。最適なポートフォリオを維持

 25年3月末における「その他有価証券評価損益」は、多額の株式売却益計上後も４２５億円と高水準を維持

803
363 357 317

113

126 130 131

499

584 670 636

975
1,063

1,401 1,376

1,076

875

1,012
905

1,358

1,279

1,334
1,311

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

国債 地方債
その他円建債券 株式
外貨建債券 受益証券他

有価証券残高の推移（億円）

223 208

639

425

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

その他有価証券評価損益（億円）

4,827

4,292

4,906
4,677

△229

△25

△23

△107

△34

△40

有価証券残高
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預金・預り資産の動向
2025年3月期の業績

  預金は、各セグメント（個人、一般法人、公金・金融）で着実に増加

 アセット拡大方針や金利上昇を踏まえ、要払性を中心とした法人預金の増加に継続的に取り組む

  新NISAを含めた資産形成支援を積極的に推進。きめ細かなコンサルティングを徹底した結果、投資信託を中心として

 個人預り資産残高は増加基調を維持

8,307 8,345 8,355 8,377

3,818 3,966 4,532 4,656

278 178
315 753

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

個人 一般法人 公金・金融

預金残高の推移（億円）

※ 譲渡性預金を除く。

620 609 611 586

409 398
495 578

24 24

27
38

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

年金保険 投資信託 公共債

個人預り資産残高の推移（億円）

12,404 12,490 13,203

13,787

1,054 1,032

1,134
1,202

＋584

＋124

＋22

＋438

預金残高

＋68

個人預り資産残高

＋83

△25

＋10



25％

41％
46％

47％

75％

59％

54％

53％

2022年度 2022年度 2023年度 2024年度

自行内コンサルティング業務 その他コンサルティング業務
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役務収益の動向
2025年3月期の業績

• 法人コンサルティング業務は本部の業務高度化と営業店での業務定着を進め、自行内コ
ンサルティング業務を中心に役務手数料が増加

法人コンサルティング関連手数料の増加が寄与し、法人役務手数料全体では過去最高を更新
ニーズが高い経営計画策定モニタリングや人事関連コンサルティングなどに、内製化をメインとして個社別ハンドメイドでの支援
を実施
個人のお客様には、職域セミナー開催やライフプランシミュレーションの活用により、対面での資産形成コンサルティングを行い、
NISA口座・投信顧客数が増加

• 「お客さま本位の業務運営」に基づく営業推進を徹底
• 現役世代の金融リテラシーを高める目的で、職域セミナーを積極的に開催
• 中長期的な投資信託残高の積み上げによるストック収益拡大に向けて、新NISAを中心

とした投資信託保有顧客数増加を推進

役務手数料収入における内訳推移（法人部門） NISA口座数等の推移と対面でのコンサル機会の推移（個人部門）

11,559 
12,525 

16,259 

18,166 

14,597 15,154 

16,992 

18,303 

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

NISA口座数

投資信託保有顧客数

23 53 

690 

914 

0 4 

2,602 

7,090 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

セミナー開催件数累計

ライフプランシュミレー

ション登録者数

単位：人 単位：件• 経営計画策定、モニタリング
• 人事コンサル
• 補助金申請支援
• M＆A 他

• ビジネスマッチング
• ファイナンス関連 他
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利回り・利鞘の推移/経費・コアOHRの状況
2025年3月期の業績

 日銀マイナス金利解除以降、市場金利が上昇。市場金利連動型の貸付を中心に利回り上昇が進む
 有価証券利回りは、地銀トップクラスを堅持
 経費は、成長投資の位置付けである賃上げによる人件費の増加や行内インフラ整備による物件費の増加により、前年比

 10億円増加するも、コアOHRは引続き低位

資金運用収益・利回り・利鞘の推移（左軸：百万円、右軸：％）

17,009
18,254

20,818

23,275

0.95 0.95 0.99 1.05 

1.91 
2.10 

2.68 
2.88 

0.01 0.09 0.11 
0.04 

0.30 
0.42 0.55 0.54 

△ 0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

資金運用収益 貸出金利回り
有価証券利回り 預貸金利鞘
総資金利鞘

5,420 5,447 5,540 5,888

5,605 5,043 5,283 5,729

845 779 910
1,146

65.77

58.30
54.76

55.92

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

人件費 物件費 税金 コアOHR

※ コアOHR＝経費÷業務粗利益（除く国債等債券損益）

経費・コアOHRの推移（左軸：百万円、右軸：％）

11,870 11,270 11,735
12,764
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開示債権・自己資本比率
2025年3月期の業績

 事業再生支援の継続的な取り組み等により、開示債権残高は減少に転じる。開示債権比率は0.44ポイント改善

 積極的なリスクテイクの結果、リスクアセットは大きく増加も、戦略的な自己資本の積み上げにより、自己資本比率は上昇

金融再生法開示債権 自己資本比率・リスクアセット

256

267

294

256

2.81% 2.78%
2.92%

2.48%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

230

240

250

260

270

280

290

300

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末

金融再生法開示債権 開示債権比率

8,234
8,757

9,274
9,665

8,060
8,576

9,076
9,537

11.94%

11.41%
11.10%

12.07%

11.77%

11.29%
11.02%

11.71%

7.00%

8.00%

9.00%

10.00%

11.00%

12.00%

13.00%

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末

リスクアセット（連） リスクアセット（単）

自己資本比率（連） 自己資本比率（単）
（億円）

（億円）
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バーゼルⅢ最終化への対応
2025年3月期の業績

当初の計画どおり、２０２５年３月期は有

価証券評価益の一部を実現益として計上
し、100億円を自己資本へ積み上げ完了

2030年に目標とするバーゼルⅢ完全

適用後の自己資本比率は、「当初掲げた
10％程度」へ順調に到達見込み

2024年５月10日決算発表での公表

「銀行に求められる高い健全性と追加的なリスクテイ
ク余力を有した資本運営を堅持するための最適な資
本水準として、自己資本比率10％程度を目線として、 
今後も資本運営を継続」

取組結果

※当行はバーゼルⅢ最終化早期適用を実施して
おりません。本表のリスクアセット額は完全適用
を実施したと仮定して簡易算出した額です。

バーゼルⅢ完全適用した場合の自己資本比率（単体）シミュレーション

リスクアセットの増加額 自己資本の増加額 バーゼルⅢを見据えた自己資本比率の増加率

+1,654億円 +290億円 +1.06％

10％

1年間 5年間

12,17911,146

当行が目指す自己資本比率10％自己資本（右軸）
（億円）

リスクアセット（左軸）
（億円）

1,000

1,117

1,290

12,800

※ リスクアセットは、簡易計算による推計値



 剰余金処分２
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 当初の公表通り一時的に配当性向を引下げ、100億円を資本へ積み上げ

 期末配当をさらに４円積み増し 年間配当は、2024年3月期25円 → 2025年3月期34円（うち３円は記念配当）
 １0億円を上限とする自己株式の取得を実施

当期純利益の当初予想比上振れ額（＋１３億円）については、そのほぼ全額を株主さまへの還元に充当
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２０２５年３月期の剰余金処分
剰余金処分

5
8

12
15 15

7

12

13

15

19

0

10

20

30

40

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2025年3月期

中間配当 期末配当

配当実績と予想（2025年３月28日公表）

当初公表
［予想］

3/28公表

12円

20円

25円

３０円

３４円 ● 10億円を上限に市場買付にて実施中。

取得種類の株式 普通株式

取得株式の総数
1,200,000株（上限）
発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合：
1.88％

取得価額の総額 １，０００，０００，０００円（上限）

取得期間 2025年4月1日 ～ 2025年9月30日

取得方法 市場取引

自己株式の取得（2025年3月28日公表）

2

うち80周年記念配当
３円を含む



 今期（２０２６年３月期）の見通し３
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 25年3月期は、「バーゼルⅢ完全適用を見据えた特別な期」と位置付け、多額の株式売却益を計上し自己資本を積み増し

 26年3月期も、特殊要因のなかった24年３月期比で大幅な増益見通し

3 1 業績予想
今期（2026年3月期）の見通し

経常利益 3,546 5,233 6,326 9,223 18,959 9,200

親会社に帰属する当期純利益 2,291 3,486 4,203 5,284 13,354 6,000

１株当たり当期純利益 34円41銭 52円33銭 65円40銭 83円02銭 208円95銭 95円24銭

経常利益 3,214 4,794 5,921 8,887 19,228 9,300

当期純利益 2,199 3,375 4,106 5,204 13,951 6,500

１株当たり当期純利益 33円04銭 50円66銭 63円89銭 81円78銭 218円29銭 103円17銭

2025年3月期
実績

連　結
（金額単位：百万円）

2021年3月期
実績

2022年3月期
実績

2023年3月期
実績

2024年3月期
実績

単　体
（金額単位：百万円）

2021年3月期
実績

2022年3月期
実績

2023年3月期
実績

2024年3月期
実績

202６年3月期
予想 2024/３期比

増減率（％）

△ 0.2

13.6

―

2025年3月期
実績

202６年3月期
予想 2024/３期比

増減率（％）

4.6

24.9

―
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見通しのポイント
今期（2026年3月期）の見通し

マイナスインパクト要因

預金・貸出金（預貸部門収支） 有価証券運用（有価証券利息配当金） 役務手数料（役務取引等利益）

 不安定な経済・金融情勢の中でも、「アセット拡大方針の継続」、「健全なポートフォリオの維持」、「お客様ニーズを捉えた

コンサルティング強化」により、安定した利益確保を続けていく

 成長投資と位置付ける「人的資本投資」や「システム投資」なども積極的に行っていく

成 長 投 資

システム投資 人的資本投資 ＡＩ活用検討

など

など

トランプ関税・物価上昇等の影響による企業業績悪化に伴う与信費用増加

相場急変による有価証券評価損益の悪化
完全子会社等を通じた積極的なリスクテイク

預金金利引上げの先行による一時的な預貸収支の悪化

 事業者向け・個人向けを中心とした

積極的な支援による貸出量の増加

（前年度比２％程度増加の計画）

 政策金利引上げに伴う貸出金利回りの

改善

 粘着性の高い預金を中心とした預金量

の増加（前年度比１％程度増加の計画）

 経営改善支援を起点とした事業者向け

コンサルティングサービスの提供

 新ＮＩＳＡを含めた資産形成支援サー

ビスの提供

 国内外の経済情勢やマクロ環境の変化

を捉えた安定的な利息配当収入確保と

キャピタルゲイン獲得

 市場動向を的確に捉えた機動的なポー

トフォリオの見直し

↓ ↑ ↑



 株主還元のあり方４
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今後の株主還元方針とその考え方
株主還元のあり方

継続的かつ安定的な配当実施を基本方針と
した上で具体的な還元方針を明示

①親会社株主に帰属する当期純利益に対する
配当性向の水準を30％程度を目安とする

※利益水準にかかわらず、1株あたり年間12円の配当を下限
 とする

②柔軟かつ機動的な自己株式取得を実施する 

（2２年５月策定）

● バーゼルⅢ完全適用を見据え、自己資本の積み上げを前倒しで実施済

26年3月期から株主還元方針を変更
（25年4月25日公表）

● 資本基盤の確立とともに、「リスクテイクによる一層の収益力
向上」「株主還元の強化」 に取り組む

● 長期ビジョン「ファーストバンク VISION１０」で掲げる
 「お客さま」「株主」「役職員」「地域」の４つのステークホル
ダーの利益のバランスを考慮

これまでの株主還元方針

（基本方針）
高い健全性と最適な資本水準とのバランス
を考慮し、かつ安定的な配当の継続

配当性向35％以上
着実に利益水準を高めることにより１株あたり
配当金の増加を目指す

柔軟かつ機動的な自己株式の取得 
業績・自己資本の状況、成長投資の機会などを
勘案したうえで実施

新株主還元方針

● 配当性向35％以上

● 機動的な自己株式の取得

（25年4月策定）



Copyright Ⓒ 2025 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.

4 2

21

２０２６年３月期の配当予想
株主還元のあり方

項 目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

連結当期純利益(百万円） ３，４８６ ４，２０３ ５，２８４ １３，３５４ ６，０００

配当金総額（百万円） ７９９ １，２７９ １，５８８ ２，１６７ ２，２６８

中間配当（円） ５ ８ １２
普通配当 １２
記念配当 ３ 18

期末配当（円） ７ １２ １３ 19 18

年間配当（円） １２ ２０ ２５ 34 36

連結配当性向（％） 22.9 30.6 30.1 16.３ 37.8

 新たな株主還元方針に基づき、25年度の年間配当予想は、36円（中間・期末ともに18円）を想定

 長期ビジョンに掲げる「お客さま」「株主」「役職員」「地域」を持続的に高める取り組みを進める中、利益の還元についても

更なる充実を図る

2025年4月 
株主還元方針の
変更を実施
 

各期の株主還元策
好調な決算内容
を受け、期末配当
を４円増配

自己株式10億円
取得（実施中）

 

2度にわたり
配当予想を上方
修正（増配）

自己株式
5億円取得

 

2022年4月
株主還元方針を
策定

自己株式
10億円取得
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資本運営の基本方針
PBRの向上に向けて

最適な
資本水準

10％

・追加の株主還元
・リスクアセットの拡大・利活用
・更なる成長投資

余裕のある自己資本運営
・成長投資
・機動的な自己株買い

株主還元
成長投資

健全性

スタンス 戦 略

最適な資本水準の考え方

ｘ
①銀行に求められる高い健全性、リスクテイク余力を残した資本運営
②資本収益性を意識した事業運営と戦略的成長投資により利益の向
上を図り、2027年度までにROE6％（株主資本ベース）を目指す

③余剰資金は積極的に株主還元。常に最適な資本水準を意識

自己資本比率

25/3月期
 １１.７０％

28/3月期
 10％程度

事業の選択と集中を含め、
10年後を見据え、弛まなく

成長投資の種を植える
店舗投資 人材投資 DX投資

グループ総合力の向上に向けた取組

明確な株主還元方針に
基づき積極的に株主還元

地域銀行として企業価値の
向上と地域の好循環を

生み出し地域の発展に貢献

最適な
資本水準の

実現

成長投資 株主還元

資本運営の基本方針

3つのバランスを意識

（バーセルⅢ最終化適用時）

■お客さまファーストの実践を通じて企業価値を高め、「お客さま」
「地域」 「株主」「役職員」の満足度を高める

企業価値の
向上

全てのステークホルダーの

利益のために

株 主

・資本の積み上げ
・株主還元方針の見直し

全てのステークホルダーの利益のために

お客さま

役職員

地  域
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企業価値の向上に向けた取組み
PBRの向上に向けて

ROE・PBRの

 推移

 2025年3月期のROEは、多額の有価証券売却益を計上したことから、当期純利益が大幅に増加

 ROEも10％を超え前期比2倍以上に上昇
しかしながら、PERは低位で推移しており、未だPBRは１倍を下回る状態にある

 成長投資などを含めた利益成長により積極的なROEの向上を図り、株価への反映を目指していく

0.43 倍
0.38 倍

0.28 倍

0.21 倍 0.23 倍 0.22 倍

0.39 倍 0.42 倍

0.51 倍

0.85 倍6.93%

6.30%

4.03%

2.41%

2.44%

3.66%
4.33%

5.34%

13.20%

6.00%

-2.00

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2028/3

PBR 株主資本ROE

長期ビジョン
１st STAGE

資本コストや株価を意識
した経営の実現に向けた
取組み強化

早期に１倍を目指す

CAPMによる

当行算定値 当行の資本コストはCAPMや株式益利回りを勘案し８％程度と推計

資本コストの推計
株主資本コストの現状認識

株主資本コスト ８％程度
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企業価値の向上に向けた取組み
PBRの向上に向けて

収益力強化に向けた取組み

有価証券利息配当金

貸出金利息

法
人
役
務
収
益

個
人
役
務
収
益

➢ 引き続き多様なリスクテイクにより、他行比優位な利回りを維持
➢ 個別銘柄管理を徹底し、適宜リバランスにより健全なポートフォリオを維持、向上

➢ トップラインの成長を主眼に各種施策に継続して取り組む
→ 預貸併進によるアセット拡大方針を継続
→ コンサル起点によるファイナンスの獲得
→ 金利感応度のあるプライシングにより利回り改善

➢ 投信純資産残高の純増 → 新規顧客獲得による投信先数の増加とストックビジネスの確立
➢ 個人ローン残高および収益増加に向けた取組み 

→ プラザ拠点での住宅ローン事前受付件数増加に向けた営業活動の継続 
→ 消費者ローンの非対面推進積極化 

有価証券利息配当金

貸出金利息

➢ 引き続き伴走支援型のコンサルティングを起点にお取引先の多様な課題に対応

→ メインお取引先を中心にコンサルティング契約の増大、メイン先100％契約を目指す

法人役務収益

個人役務収益

貸出金利息の増加により、トップラインの成長
法人コンサルティングを起点として、役務収益部門を底上げ
引き続き有価証券の安定した配当収入とキャピタルゲインが収益を補完

成長投資

成長投資

➢ グループ全体の事業領域の拡大、インオーガニック投資などの成長投資の実施



経営資源の適切な配分を実現し、継続的に資本コストを上回る資本収益性の達成を目指す
 「リスクテイク余力のある最適な資本水準」「戦略的な成長投資」「株主還元」のバランスを考慮しつつ、株主

 ＲＯＥは2027年度までに６％に到達すべく、「長期ビジョン」に鋭意取り組む。合わせて非財務面の取り組み
 と情報開示を進め、企業価値向上を目指す

将来的には地方銀行上位クラスのＰＢＲの達成を目指す
損保の持ち合い解消に対応しつつ、地方銀行として地元を中心とした株主の増加や個人株主の拡大を
目指し、地域のお客さまとともに発展→地域での好循環に貢献
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企業価値の向上に向けた取組み
PBRの向上に向けて

PBR向上

 に向けて

安定的な経営基盤の確立
10年後を見据えた成長分野への積極的な投資

株主・投資家との対話に
おける質・量の充実

サステナビリティ
経営の高度化

アセットアロケーション
の最適化

ROE向上

株主資本
コスト
引下げ

市場評価を高める
IR活動の充実

収益性の向上

最適な資本水準
の実現

トップラインの向上

コストコントロール

資本の最適配分

株主還元

DXや生成AIなどによる業務効率化

ROEを意識した事業運営の定着
一方で地域の発展に寄与する低収益な取組みも地銀の役割
収益性と健全性のバランス最適化

地域金融機関としてリスクテイク余力のある必要資本の確保
グループ一体運営を含めた資本収益性重視の事業展開を継続

資本・業績の状態を勘案した株主還元姿勢の明確化
配当性向35％以上、機動的な自己株式取得の継続

人的資本経営に向けた人材戦略のさらなる強化
気候変動への対応・脱炭素戦略の取組み継続

株主への積極的な情報発信の継続、株主・投資家との対話の経営への反映
損保持ち合い解消への対応、地元や個人株主の裾野拡大

成長期待醸成
事業リスク軽減

非財務戦略への
取組み・開示の充実

PBRの改善
(企業価値の向上)

地域での好循環
に貢献

➢  当行は地方銀行として、この地域のお客さまへの預貸業務やコンサルティング業務などを通して、共に業績の向上を目指す
➢  北陸3県で個人株主の4割強を占める地元中心の株主構成。当行株式を長期安定的に保有していただける地元株主の拡大を図る

業績の向上、積極的な株主還元により、地方銀行として地域の好循環への役割を果たす

リスクアセットの積上げ、コアビジネスの強化
コンサルティング機能の深化による役務収益拡大
グループ全体としての新たな収益源の確保



損害保険会社

生命保険会社

銀行

信託銀行

金融商品取引業者

一般法人

外国法人等

個人等

自己名義株式

2６７万株

損保等の政策保有株式削減・ＴＯＰＩＸ改革を踏まえた対応
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PBRの向上に向けて

 損保等の政策保有株式削減に向けた動きに適切に対応

 個人株主の増加を意識した株主構成に取り組み。新TOPIX改革にも配慮

➢ 当行のファン層を増やす取り組みを継続

➢ 機動的な自己株式取得の検討

➢ 証券会社を活用したオファリングの検討

損保等の政策保有株式縮減への対応

新TOPIX改革

⇒ ２０２５年3月末現在、新TOPIXの基準は十分クリア

所有者別株式数（2025年3月期）
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（株価指数）

TOPIX17（銀行）指数

（指数を10倍で表示）

当行株価

（右軸：円）PT
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当行株価の推移
PBRの向上に向けて

当行株価・TOPIXの推移（2022.１０.31～202５.５.３１） 出所：QUICK（一部当行にて加工）

SVBの破綻
（2023/3/10）

自己株式取得
の開示

（2023/4/28）

自己株式の取得期間
（2023/5/11～2023/11/２９）

上場来最高値
1,374円

（2024/７/17）

日経平均株価
4万円台

（202４/3/4）

日経平均株価
急落

（2024/8/5）

増配･自己株式
取得の開示

（202５/３/28）

東証大幅続落、2644円安 
史上3番目の下落幅
（トランプ米政権の関税引き
上げに対して反応）

（202５/４/７）

日銀植田総裁
就任

（2023/4/9）

日銀マイナス
金利解除

（2024/3/19）



 主な施策の取組み６
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コンサルティング業務の充実
主な施策の取組み

お客様の課題

リテール部

コンサルティングチーム

＜支援メニューの一例＞

資産承継等の総資産コンサルティング

ライフプランシミュレーション起点の提案

非金融サービスの紹介

（相続手続代行・不動産小口化商品・見守りｻｰﾋﾞｽ等）

コンサル起点案件の紹介

住宅ローン利用時等の保険見直し提案

キャッシュレス決済（DCカード）の提案 等

法人事業部

コンサルティングチーム

＜支援メニューの一例＞

経営（改善）計画策定

原価・収益管理

サステナ経営・サステナファイナンス

DX・業務効率化

電子決済化

人材紹介

人事制度・人的資本経営

事業承継、Ｍ＆Ａ

補助金

富山ファースト･ディーシー
クレジットカード

信用保証業務等

富山ファイナンス

金銭の貸付業務
有価証券投資業務等

富山ファースト･リース

リース業務等

富山ファースト・ビジネス

銀行業務代行

ファーストバンク･

キャピタルパートナーズ
投資事業有限責任組合
の運営及び管理業務等

ファーストバンク
グループ

コンサル起点案件の紹介

設備投資計画時のリース紹介
人材紹介
事業承継・M＆A 等

 お客様の課題解決策として、銀行（法人、リテール）のコンサル

ティングチームと関連会社が連携し、ファーストバンクグループ

一体となったサービスを提供

法人代表者個人資産の相談連携
社員の資産形成の支援

（             ）

（    ）
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有価証券運用の実績
主な施策の取組み

 有価証券利回りは２％以上で推移しており、地銀・第二地銀での上位クラスを堅持

 相次ぐリスクイベントの発生にもかかわらず、機動的な入れ替え等によって評価損益は概ねプラスを維持
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「顧客接点の維持・拡大」がより重要に
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チャネル戦略
主な施策の取組み

実拠点を維持しつつ、

ローコスト ・ 軽量型投資

「バンキング業務の拠点」 →

「コンサル業務の拠点」への転換

新たなATM提携など

コストを抑制しつつ

当行顧客の利用可能域を

拡大

非対面でできるお取引の

充実とUX改善

コストを最小限に抑えつつ、顧客利便性を向上

 金利ある世界、地域の人口減少、高齢化、IT技術の発展により戦略見直しの時期がきている

金利のみに依存しない顧客の動機づくりと顧客利便性向上 効率的な人員リソース→業務改革の推進
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DXや生成ＡＩによる業務改革
主な施策の取組み

DXや生成AIによる

業務改革

LINE

WORKS

名刺管理

システム

スマートフォンの

内線化

(脱固定電話)

住宅ローン・事業性

融資電子契約

生成ＡＩ

活用

ワークフロー

申請

Web

データベース

預かり資産

コンプラチェック

システム

預かり物件

管理

投信

ペーパレス契約

生保

ペーパレス契約

モバイルパソコンを中心に外訪

先でできることを増やす

電子契約や各種管理システムを

導入

生成ＡＩを業務に活用

行内の業務改革

導入済み

準備中・検討中

消費者ローンの

Web完結化

・DX化、AI活用を前提とした会議体、事務フローの改革

・役職員全員のDXスキルアップが大前提
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サステナビリティ面の取組み
主な施策の取組み

 2022年に公表した「サステナビリティ方針」に基づき、持続可能な社会・環境の実現に向けた施策を展開

 サステナビリティを巡る諸課題への取り組みを強化し、各ステークホルダーの期待に応えるとともに、中長期的な企業
価値の向上を目指す

CO₂排出量削減に向けた取り組み

☞ 2024年度実績 2013年度比▲42.9％
（目標：2030年度 同比▲50.0％削減）

☞ オフサイトPPA導入による脱炭素化への加速
☞ サプライチェーンを含めたScope３の一部算定開始

当行の脱炭素への取り組み

ビジネスステージに応じた最適なサステナビリティ経営支援を実施
☞ SDGs宣言策定、DX支援、人材紹介、事業承継 など
☞ サステナブルファイナンスの支援 など

お客さまの脱炭素等への取り組み支援

長期ビジョン「ファーストバンクVISION10」との連動
☞ 「ファーストバンクVISON10」のバリューアップ戦略に基づき、銀行と

 職員が『4つのバリュー』を共有
☞ 全行員のスキルアップを目指した資格取得や社会貢献活動等の奨励、 

各種セミナーや行外研修への参加・外部出向により、能力向上を図る
☞ ベースアップや持株会奨励金付与率及び初任給の引上げを実施

人的資本経営への取り組み

年度毎のCO₂排出量の推移（単位：ｔ）

① 当行の脱炭素化へ向けた施策へのさらなる取り組み
② お客さまのサステナビリティ経営に寄り添ったコンサル

ティングの提供
③ 目指すべき人材ポートフォリオとの差分を埋める人材育成

今後の課題
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人材育成面の取組み
主な施策の取組み

 「学び続ける人材の育成・支援」「自己成長によるやりがい創出」を職員との共通価値観として各種施策を実行

 人材育成を「OJT・行内研修・行外研修・自己啓発支援」の４つに区分し、職員・年代等の層別カリキュラムを構築

●新入行員研修の期間を１年から６カ月とし、より実践的な
 研修内容に見直しを行い、営業担当者として早期育成に
 取組み

行内研修

●専門性の高い人材育成を目的に外部出向・行外派遣を実
 施【 IT・DX関係、法人コンサル関係 】

行外研修

●創立80周年事業として「マイスターチャレンジ80」を実
 施し、全職員が資格取得等の自己啓発に取組み

●資格取得支援講座（全額銀行負担）を実施し若年層のス
 キル向上に取組み

自己啓発支援

2023年度実績
（2024年3月末）

2024年度実績
（2025年3月末）

公的専門資格保有行員数比率（※） 43.5％ 45.7％

ITパスポート保有者数 78人 116人

検定試験（合格者/受験者） 205人/488人 438人/770人

人材育成投資額（行員一人あたり） 47.8千円 70.2千円

Eラーニングアクセス数 9,659回 36,931回

※中小企業診断士、FP1級・2級、社会保険労務士、証券アナリストのいずれかを保有する
者の占める比率



 長期ビジョン７
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１st STAGEの前倒し達成
長期ビジョン

連 結

単 体

1st STAGE 計数目標

2028年3月期
2024年3月期 2025年3月期

当期純利益 60億円程度 52億円 139億円

株主資本ベースROE ６％ 5.34％ 13.20％

コアOHR 60％未満 54.76％ 55.92％

自己資本比率 10％ 11.02％ １１．７１％

ファーストバンク

VISION10

1st STAGE

計数目標進捗

（単体）

（金額単位：百万円） 2024年3月期 2025年3月期 前期比

経常利益 9,223 18,959 9,736

親会社に帰属する当期純利益 5,284 13,354 8,070

（金額単位：百万円） 2024年3月期 2025年3月期 前期比

経常利益 8,887 19,228 10,341

当期純利益 5,204 13,951 8,747

2024年3月期 2025年3月期

139億円

 良好な業績の推移により、１st STAGEの計数目標を前倒しで達成
 施策であるアクションプランの取り組みも順調に進み、既に達成したものは新たな施策を適時追加

（単体）

52億円
当
期
純
利
益

当
期
純
利
益

(※)

(※) バーゼルⅢ完全適用後ベースでは9％台前半
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２nd STAGEの飛躍に向けて
長期ビジョン

 積み上げた資本を事業領域の拡大等の成長投資に投下することで、2nd STAGEの更なる飛躍に繋げることが今後の課題

グループ収益力の向上

➢ グループ各社における

新規業務を含めた積極的な

リスクテイクの実施

➢ グループ総合力の更なる発揮

１st STAGEで
積み上げた潤沢な資本

成長投資 ２nd STAGE
の更なる飛躍

戦略的なIT投資

➢ 生成AI導入を起点に

それに見合った形に業務を改革

➢ 組織横断的な成長投資の模索

インオーガニック投資

➢ 企業買収や業務・資本提携を

通じた外部リソースの取り込

みによる業容の拡大



～ お客さまファーストの銀行へ ～

（東証プライム：7184）

２０２５ 年 ６ 月 ２７ 日

２０２４年度決算説明会
２０２４年度決算 及び 主要施策の取り組み



事前質問に対する回答

①当行の強み・成長戦略

②経営統合・提携

③株主優待



①当行の強み・成長戦略

事前質問に対する回答



②経営統合・提携

事前質問に対する回答



③株主優待

事前質問に対する回答



本件に関するご照会先

総合企画部 

076－424－1219

076－491－4162

souki@first-bank.co.jp

https://www.first-bank.co.jp/

TEL

E-mail

URL

FAX

● 本資料は、情報提供のみを目的として作成されたものです。特定の有価

証券等の売買を勧誘するものではありません。

● 本資料に記載された内容の全部または一部は、予告なしに修正または

  変更される場合があります。

● 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。当該記述に

つきましては、将来の業績を保証するものではなく、経営環境の変化等

の要因により、実際の数値と異なる可能性があることにご留意ください。
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